
肝炎総合対策の推進 
について 

厚生労働省 健康局 疾病対策課 肝炎対策推進室 



肝炎対策基本法 (平成２１年法律第９７号） 

基本的施策 

肝炎対策基本指針策定 

肝炎対策推進 
協議会 

関係行政機関 

・肝炎対策に関し、基本理念を定め、  
・国、地方公共団体、医療保険者、国民及び医師等の責務を明らかにし、 
・肝炎対策の推進に関する指針の策定について定めるとともに、 
・肝炎対策の基本となる事項を定めることにより、肝炎対策を総合的に推進。 

厚
生
労
働
大
臣 

策
定 

肝炎対策基本指針 
 

●公表 
●少なくとも５年 
 ごとに検討 
→必要に応じ変更 

肝硬変・肝がんへの対応 

●治療水準の向上
のための環境整備 

●患者支援の在り
方について、医療
状況を勘案し、必
要に応じ検討 

研究の推進 

・ 医師その他の医療従事者の育成 

・ 医療機関の整備 

・ 肝炎患者の療養に係る経済的支援 
・ 肝炎医療を受ける機会の確保 
・ 肝炎医療に関する情報の収集提供体制 
  の整備 等 

肝炎医療の均てん化の促進 

・肝炎患者等を代表する者 

・肝炎医療に従事する者 

・学識経験のある者 

・ 肝炎の予防の推進 
・ 肝炎検査の質の向上 等 

予防・早期発見の推進  

肝炎対策を総合的に策定・実施 

設置 

意見 

協議 

資料提出等、
要請 

実施に当たり 
 

肝炎患者の 
人権尊重 

・ 
差別解消 
に配慮 



肝炎対策推進協議会について 
   ● 肝炎対策基本法（平成２１年法律第９７号）に基づき、 

    ・厚生労働大臣は、肝炎対策の総合的な推進を図るため、肝炎対策の推進に関する基本的な指針 

        （肝炎対策基本指針）を策定しなければならない。（法９条１項） 

      ・肝炎対策基本指針は、次に掲げる事項について、定めるものとする。（法９条２項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

       

  ・厚生労働大臣は、肝炎対策基本指針を策定しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長  

     に協議するとともに、肝炎対策推進協議会の意見を聴くものとする。(法９条３項） 

 

 ① 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向 

 ② 肝炎の予防のための施策に関する事項 

 ③ 肝炎検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項 

 ④ 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項 

 ⑤ 肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項 

 ⑥ 肝炎に関する調査及び研究に関する事項 

 ⑦ 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進に関する事項 

 ⑧ 肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する事項 

 ⑨ その他肝炎対策の推進に関する重要事項 

● 厚生労働省に、肝炎対策基本指針に関し、第９条第３項に規定する事項を処理するため、 

  肝炎対策推進協議会（以下「協議会」という。）を置く。（法19条） 

● 委員は、肝炎患者等及びその家族又は遺族を代表する者、 

  肝炎医療に従事する者並びに学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が任命する。(法20条2項）                         

● 協議会は、委員２０人以内で組織する。（法20条１項） 

構 成 

役 割 

● 肝炎から進行した肝硬変及び肝がんの患者に対する支援の在り方については、 
 これらの患者に対する医療に関する状況を勘案し、今後必要に応じ、検討が 
 加えられるものとする。               （法附則2条2項） 



肝炎について 
   【肝炎】  

       肝臓の細胞が破壊されている状態 

   【原因】 
    ウイルス性   ：Ａ型、Ｂ型、Ｃ型、Ｄ型、Ｅ型など 
    薬 物 性     ：薬物や毒物、化学物質による 
    アルコール性  ：アルコールによる 
    自己免疫性     ：免疫系の異常による 

 

   【ウイルス性肝炎】  臨床経過から下記①、②、③に分類 
    ①急性肝炎：Ａ型、Ｂ型、Ｅ型肝炎ウイルスによるものが多い 
           急激に肝細胞が障害される（症状は発熱、全身倦怠感、黄疸など） 
             自然経過で治癒する例が多い 

    ②劇症肝炎：急性肝炎のうち８週間以内に高度の肝機能障害により脳症などを来す 
           集中的な医学管理が必要（生存率は３０％程度） 

    ③慢性肝炎：Ｂ型、Ｃ型肝炎ウイルスによるものが多い 
           長期間にわたり肝障害が持続 
           徐々に肝臓が線維化し肝硬変に至ることもある 



Ｂ型肝炎及びＣ型肝炎について 

  Ｂ   型   肝   炎 Ｃ   型   肝   炎 

原因 
ウイルス  Ｂ型肝炎ウイルス  Ｃ型肝炎ウイルス 

病原体の 
発見  1968 （S43) 年  1988 （S63) 年 

主な 
感染経路 

血液感染等 
（母子感染、家族内感染、医療行為、性感染等） 

血液感染等 
（B型と比べ、感染力が弱い） 

キャリア数※１ 約１１０～１４０万人（推定） 約１９０～２３０万人（推定） 

患者数※２ 約７万人（推定） 
（慢性肝炎 約５万人／肝硬変・肝がん 約２万人） 

約３７万人（推定） 
（慢性肝炎 約２８万人／肝硬変・肝がん 約９万人） 

治療法 

抗ウイルス療法 
（インターフェロン、核酸アナログ製剤 等） 

抗ウイルス療法 
（インターフェロン 等） 

肝庇護療法（グリチルリチン製剤 等） 肝庇護療法（グリチルリチン製剤 等） 

ワクチン  あり  なし 

※１  平成１６年度厚生労働科学研究費補助金肝炎等克服緊急対策研究事業報告書（吉澤班）より推計。 
※２ 患者数は、平成２０年患者調査より推計。 



肝炎対策に係る近年の動き（その１）   
対策 社会背景等 

H13.3 
 
H14.4 
 
 
 
H16.12 
 
 
H17.8 
 
 
H19.1 
 
 
 
H19.4 
 
H20.1 
 

・肝炎対策に関する有識者会議報告書 
 
・Ｃ型肝炎等緊急総合対策の開始 
 肝炎ウイルス検査の開始 
 肝炎等克服緊急対策研究事業の創設 
 
・Ｃ型肝炎ウイルス検査受診の呼びかけ 
 （フィブリノゲン製剤納入先医療機関名の公表について） 
 
・Ｃ型肝炎対策等の一層の推進について 
 （Ｃ型肝炎対策等に関する専門家会議取りまとめ） 
 
・都道府県における肝炎検査後肝疾患診療体制に
関するガイドライン 
 （全国Ｃ型肝炎診療懇談会取りまとめ） 
 
・肝疾患診療体制の整備開始 
 
・Ｃ型肝炎救済特別措置法施行 
・Ｃ型肝炎ウイルス検査受診の呼びかけ 
 （フィブリノゲン製剤納入先医療機関名の再公表について） 
 

＜緊急肝炎ウイルス検査事業の開始＞ 
・委託医療機関での検査を無料化 
 

・非加熱血液凝固因子製剤による肝炎
ウイルス感染が社会問題化 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
H18.6 Ｂ型肝炎訴訟 最高裁判決 
 
 
 
 
 
 
 

H19.11 Ｃ型肝炎訴訟 大阪高裁 
（和解勧告） 



肝炎対策に係る近年の動き（その２）   
対策 社会背景等 

 
H20.4 
 
 
H21.4 
 
 
 
H22.1 
 
H22.4 
 
 
 
 
H23.5 
 
H23 

 
＜肝炎総合対策の開始＞ 
・インターフェロン治療に対する医療費助成の開始 
 
・インターフェロン医療費助成の運用変更 
 ①助成期間の延長（72週投与への対応） 
 ②所得階層区分の認定に係る例外的取扱い 

 
・肝炎対策基本法施行 
 
・肝炎医療費助成の拡充 
 ①自己負担限度額の引下げ 
  所得に応じ、1、3、5万円→原則1万円 （上位所得階層 2万円） 

 ②B型肝炎の核酸アナログ製剤治療への助成開始 
 ③インターフェロン治療に係る利用回数の制限緩和  
 

・肝炎対策基本指針策定 
 
肝炎医療費助成対象医療の拡大 
  ① Ｂ型慢性肝炎に対するペグインターフェロン単独療法 
 ② Ｃ型代償性肝硬変に対するペグインターフェロン及び 
        リバビリン併用療法 
 ③ Ｃ型慢性肝炎に対するテラプレビルを含む３剤併用療法  

H20.3以降 Ｂ型肝炎訴訟 全国10地裁
で700名超が国を提訴 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
H23.6 Ｂ型肝炎訴訟 基本合意書 締結 



 第１回 平成２２年０６月１７日 ヒアリング等 
 第２回 平成２２年０８月０２日 ヒアリング等 
 第３回 平成２２年０８月２６日 基本指針案の議論① 
 第４回 平成２２年１０月２５日 基本指針案の議論② 
 第５回 平成２３年０２月１０日 基本指針案の議論③、取りまとめ 

肝炎対策推進協議会開催実績 

平成２３年５月１６日 
肝炎対策基本指針の策定 
 

パブリックコメント【平成２３年２月２５日～３月２６日実施】 
 
 
 
 
 



 肝炎対策基本指針の概要（平成23年５月16日策定） 

第１ 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向 
 
 
 
 
 

第２ 肝炎の予防のための施策に関する事項 
○ 新たな感染を予防するための正しい知識の普及やＢ型肝炎ワク
チンの予防接種の在り方に係る検討が必要であること。 

第３ 肝炎検査の実施体制及び検査能力の向上に関す
る事項 

○ 全ての国民が少なくとも一回は肝炎ウイルス検査を受けること
が必要であることの周知、希望する全ての国民が検査を受検でき
る体制の整備及びその効果の検証が必要であること。 

第４ 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項 
○ 全ての肝炎患者等が継続的かつ適切な肝炎医療を受けられる
体制の整備及び受診勧奨が必要であること。 

第５ 肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関
する事項 

○ 肝炎の感染予防について知識を持つ人材や、感染が判明した
後に適切な肝炎医療に結びつけるための人材を育成することが
必要であること。 

第６ 肝炎に関する調査及び研究に関する事項 
○ 研究実績の評価や検証、肝炎対策を総合的に推進するための
基盤となる研究の実施が必要であること。 

第７ 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進に関
する事項 

○ 肝炎医療に係る医薬品を含めた医薬品等の研究開発の促進、
治験及び臨床研究の推進、審査の迅速化等が必要であること。 

第８ 肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者
等の人権の尊重に関する事項 

○ 肝炎ウイルス検査の受検勧奨や新たな感染の予防、肝炎患者
等に対する不当な差別を防ぐため、普及啓発が必要であること。 

第９ その他肝炎対策の推進に関する重要事項 
○ 肝炎患者等及びその家族等に対する支援の強化が必要である
こと。 

○ 肝硬変及び肝がん患者に対する更なる支援を行うこと。 
○ 地域の実情に応じた肝炎対策を講じるための体制の構築等が
望まれること。 

○ 国民一人一人が、自身の肝炎ウイルス感染の有無について認
識を持ち、肝炎患者等に対する不当な差別が生じること等のない
よう、正しい知識に基づく適切な対応に努めること。 

○ 今後、各主体の取組について定期的に調査及び評価を行い、
必要に応じ指針の見直しを行うこと。また、肝炎対策推進協議会
に対し、取組の状況について定期的な報告を行うこと。 

○ 肝炎患者等を含む関係者が連携して対策を進めることが重要
であること。 

○ 肝炎ウイルス検査の受検体制の整備及び受検勧奨が必要で
あること。 

○ 地域の特性に応じた肝疾患診療連携体制の整備の促進が必
要であること。 

○ 抗ウイルス療法に対する経済的支援に取り組み、その効果の
検証を行うことが必要であること。 

○ 肝炎医療を始めとする研究の総合的な推進が必要であること。 
○ 肝炎に関する正しい知識の普及啓発が必要であること。 
○ 肝炎患者等及びその家族等に対する相談支援や情報提供が
必要であること。 



（単位：億円） 
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平成２４年度政府予算  
 



実 施 主 体     都道府県 
対   象   者   Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎患者 

対 象 医 療 

・ Ｂ型・Ｃ型肝炎の根治を目的としたインターフェロン治療 

 ＜平成２３年度内に追加された対象医療＞ 

  ① Ｂ型慢性肝炎に対するペグインターフェロン単独療法 

  ② Ｃ型代償性肝硬変に対するペグインターフェロン及びリバビリン 

   併用療法 

  ③ Ｃ型慢性肝炎に対するテラプレビルを含む３剤併用療法   

・ Ｂ型肝炎の核酸アナログ製剤治療 

自 己 負 担 

限 度 月 額   

 原則１万円 

 （ただし、上位所得階層については２万円） 

財 源 負 担    国：地方＝１：１ 

平成24年度予算案    １３６億円  

総 事 業 費    ２７２億円 

1.肝炎治療促進のための環境整備   137億円（152億円） 

肝炎治療特別促進事業（医療費助成）   136億円（151億円） 
  Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎に対するインターフェロン治療及び
核酸アナログ製剤治療への医療費助成を行う。 



Ｈ２０：助成期間は、原則１年間。 

Ｈ２０：自己負担限度額決定のための所得階層区分認定は、申請者の 
    住民票上の｢世帯｣全員の市町村民税課税額の合計による。 

１．投与期間の延長について（７２週投与） 

２．所得階層区分認定の例外的取扱いについて 

Ｈ２１：一定の条件を満たし、医師がペグインターフェロン及び 
    リバビリン併用療法の延長投与（７２週投与）が必要と 
    認める患者について、助成期間の延長を認める。 

Ｈ２１：住民票上の｢世帯｣を原則としつつも、税制上・医療保険上 
    の扶養関係にない者については、例外的な取扱い（課税額 
    合算対象から除外）を認める。 



１．自己負担限度額の引下げ 

２．助成対象医療の拡大 

３．制度利用回数の制限緩和 

Ｈ２１：所得に応じ、１、３、５万円の自己負担限度月額    

Ｈ２２：原則１万円（上位所得階層２万円） 
※上位所得階層＝ 市町村民税課税年額が23万5千円以上の世帯 （Ｈ20年度実績で約2割の者が該当） 

Ｈ２１：インターフェロン治療のみ助成対象    

Ｈ２１：インターフェロン治療に係る制度利用は、１人につき１回のみ    

Ｈ２２：Ｂ型肝炎の核酸アナログ製剤治療を助成対象に追加 

Ｈ２２：医学的にインターフェロン再治療の効果が高いと認められる 

   一定条件を満たす者について、２回目の利用を認める。 



助成対象医療の拡大 

Ｃ型代償性肝硬変に対するペガシス・コペガス併用療法  

・７月１日に薬事承認（効能追加）・保険適用となり、同日付けで助成対象に追加。 

Ｂ型慢性活動性肝炎に対するペガシス単剤療法  

・９月２６日に薬事承認（効能追加）・保険適用となり、同日付けで助成対象に追加。 

Ｃ型慢性肝炎に対するテラプレビルを含む３剤併用療法  

・９月２６日に薬事承認。 
・１１月２５日に薬価収載・保険適用となり、同日付けで助成対象に追加。 

Ｃ型代償性肝硬変に対するペグイントロン・レベトール併用療法 

・１２月２２日に薬事承認（効能追加）・保険適用となり、同日付けで助成対象に追加。 



（単位：件） 

年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

 インターフェロン治療 44,731  26,594  28,797 

 核酸アナログ製剤治療     38,038 

計 44,731  26,594  66,835 



肝炎治療特別促進事業の予算及び交付決定額  

（単位：億円） 
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【特】 地域肝炎治療コーディネーターの養成 ０．６億円 
 

  

 市町村の保健師等に対して、Ｂ型・Ｃ型肝炎に関する既存制度
の知識などを習得させ、肝炎患者等が適切な治療を受け 
られるようコーディネートができる者を養成する。 

【特】肝炎患者支援手帳の作成・配布      ０．５億円 
 

 

 Ｂ型・Ｃ型肝炎患者等に対して、肝炎の病態、治療方法に関す
る制度等を記載した「肝炎患者支援手帳」を作成・配布し、今後
の適切な治療を促進する。 
 
 



2.肝炎ウイルス検査の促進    41億円（ 55億円） 

● 保健所における肝炎ウイルス検査の受診勧奨と検査体制の整備 
  （特定感染症検査等事業） 

・検査未受診者の解消を図るため、医療機関委託など利便性に配慮し 
 た検査体制を整備。 
 

 ※ 平成２４年度も引き続き緊急肝炎ウイルス検査事業を実施 
 

・特定感染症検査等事業における出張型検診の実施 
  

  都道府県等が、保健所や委託医療機関で実施している肝炎ウイルス検査につ 

 いて、出張型の検査も実施することで、検査のより一層の促進を図る。  
 

● 市町村における肝炎ウイルス検診等の実施（健康増進事業） 

・肝炎ウイルス検診への個別勧奨の実施 
 

 ４０歳以上５歳刻みの者を対象として、無料で検査を受けることが可能な個別 
勧奨メニューを追加し、検査未受検者への受検促進の一層の強化を図る。 

   
   
 



肝炎ウイルス検査の実施体制 

事業名 
実施 
主体 

補助率 
実施 
場所 対象者 

費用 
負担 

特定感染症 

検査等事業 

（予算事業） 

 
 

都道府県 
 
政令市 
 
特別区 
 

１/２ 
（国・実施主体） 

 

①保健所 希望者 
①原則   
 無料 

②委託 
医療機関 

希望者 
②無料 
 

健康増進事業 
（健康増進法に
基づく市町村の
努力義務） 

市町村 
１/３ 
（国・都道府県・
市町村） 

保健セン
ター、 
委託医療
機関 

希望者 
 
○４０歳となる者 
○４０歳以上の者であって、  
  過去に受検歴のない希望者 

実施主体が
個別に設定 



○特定感染症検査等事業による肝炎ウイルス検査 

 （実施主体：都道府県、保健所設置市、特別区） 

 

 ・平成１４年度～   保健所での検査を開始 

 ・平成１９年度～   委託医療機関での検査を開始 

 ・平成２０年１月～  委託医療機関での検査について、無料化が可能  

            となるように措置 

 ・平成２３年度～   出張型検診を開始 

○老人保健事業・健康増進事業による肝炎ウイルス検診等 

 （実施主体：市町村） 

 

 ・平成１４年度～  老人保健法に基づく保健事業 

 ・平成２０年度～  健康増進法に基づく健康増進事業 

 ・平成２３年度～  個別勧奨メニューの追加 



※１ 平成14～18年度 結核感染症課調べ 平成19～22年度 肝炎対策推進室調べ（22年度より感染者数を計上） 

実施年度 特定感染症検査等事業 
※１ 

Ｂ型 Ｃ型 

受診者数
（人） 

感染者数 
（人） 

感染率 
（％） 

受診者数
（人） 

感染者数 
（人） 

感染率 
（％） 

14 1,805 － － 2,322 － － 

15 1,942 － － 2,998 － － 

16 4,855 － － 6,918 － － 

17 3,495 － － 3,546 － － 

18 21,331 － － 15,149 － － 

19 179,445 － － 181,697 － － 

20 456,727 － － 456,926 － － 

21 355,725 － － 359,109 － － 

22 285,647 2,969 1.0 282,117 2,235 0.8 



※２ 平成14～19年度 老人保健事業の実績（老人保健課調べ）  
      平成20～22年度 健康増進事業の実績（地域保健･健康増進事業報告） 
 

実施年度 老人保健法・健康増進事業 
※２ 

Ｂ型 Ｃ型 

受診者数
（人） 

感染者数 
（人） 

感染率 
（％） 

受診者数
（人） 

感染者数 
（人） 

感染率 
（％） 

14 1,923,113 24,430 1.3 1,923,480 31,393 1.6 

15 1,849,125 22,520 1.2 1,830,270 23,491 1.3 

16 1,635,934 18,754 1.1 1,618,751 16,831 1.0 

17 1,546,823 17,130 1.1 1,527,813 13,976 0.9 

18 1,749,592 18,149 1.0 1,734,195 14,259 0.8 

19 1,028,639 10,388 1.0 1,024,371 8,412 0.8 

20 693,710 6,992 1.0 692,483 6,998 1.0 

21 643,658 7,582 1.2 640,248 5,708 0.9 

22 545,767 5,238 1.0 542,478 4,517 0.8 



3.肝疾患診療体制の整備、医師等に対する研修、 
相談体制整備などの患者支援 等  １０億円（ ７億円） 

● 診療体制の整備 

・都道府県においては、中核医療施設として「肝疾患診療連携拠点病院」を 
 整備し、患者、キャリア等からの相談等に対応する体制（相談センター） 
 を整備。 
・２次医療圏に１箇所程度整備される専門医療機関に相談員を配置 
 するなどにより、地域の相談窓口の利便性の向上を図る。（新規） 

● 肝硬変・肝がん患者に対する心身両面のケア、医師に対する 
 研修の実施 

・肝疾患診療連携拠点病院においては、肝疾患相談センターで肝硬変・肝がん 
 患者を含めた患者、家族等に対する心身両面のケアを行うとともに、医師等 
 の医療従事者に対する研修等を実施。 
 

・肝炎情報センターにおいては、肝疾患に関する各種の情報提供、拠点病院の 
 医療従事者に対する研修、その他の支援を実施。 



肝疾患診療連携拠点病院 

【都道府県に原則１カ所】 

〔４７都道府県７０施設〕 
（平成２４年４月１日現在） 

※ 都道府県における肝炎検査後肝疾患診療体制に関するガイドラインより 

① 肝疾患に係る一般的な医療情報の提供 

② 都道府県内の医療機関等に関する情報の収集や提供 

③ 医療従事者や地域住民を対象とした研修会や講演会の開催や肝疾患 

 に関する情報支援 

④ 肝疾患に関する専門医療機関と協議の場の設定  
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③研修機能 

 肝疾患診療連携拠点病院等の医療従事
者に対する研修の企画・立案・推進 

DR DR 
DR 

NS NS 
NS 

肝炎情報センター 

一般住民 医療機関 

医療機関 
一般住民 

①インターネット等による最新情報提供 

 肝疾患医療に関する診療ガイドライン、肝
炎診療をめぐる国内外の情報 

②拠点病院間情報共有支援 

 肝疾患診療連携拠点病院で構成す
る協議会組織の事務局機能を担うな
ど拠点病院間の情報共有 

拠点病院によるネットワーク 

支
援 

医療機関 

医療機関 

医療機関 
医療機関 

肝炎情報センターの役割 



 

肝炎患者等支援対策事業(普及啓発部分)   ０．９億円（０．９億円） 
 

  ○ 自治体の普及啓発活動に対する補助事業 

     ・ シンポジウム開催、ポスター作成、新聞・中吊り広告 等 

 

多角的普及啓発事業（新規）      １億円 
 

   ・ 平成２４年７月２８日の第１回日本肝炎デーイベントを始めとして、通年において、 

    肝炎に関する正しい知識の普及や差別・偏見の解消などを図る。 

◎ 教育、職場、地域あらゆる方面への正しい知識の普及啓発 
  肝炎に関する正しい知識を国民各層に知っていただき、肝炎ウイルスの感染 
 予防に資するとともに、患者・感染者の方々がいわれのない差別を受けること  
 のないよう、普及啓発に努めている。  

4.国民に対する正しい知識の普及啓発   ２億円（２億円）



肝炎対策に関する普及啓発の取組 

◇肝炎対策基本指針（抜粋） 
  

  （１）今後の取組の方針 
    ① 肝炎ウイルスの新たな感染の予防 
    ② 肝炎ウイルス検査の受検の勧奨 
    ③ 早期に適切な治療の促進 
    ④ 肝炎患者等が不当な差別を受けることのない環境づくり  等 
  

  （２）今後取組が必要な事項 
    ① ＷＨＯ総会において世界肝炎デーの実施が決議されたことを踏まえ、 
       日本肝炎デーを設定する。 
    ② 公益財団法人ウイルス肝炎研究財団が従来から実施してきた肝臓週間 
       と連携する。  

  

 ○ 日本肝炎デーの設定（７月２８日） 
 ○ 肝臓週間の変更（５月第４週 → 日本肝炎デーを含む１週間） 
 ○ 地方自治体の普及啓発活動 
                  （肝炎患者等支援対策事業（普及啓発部分）0.9億円） 
 ○ 国の普及啓発活動（多角的普及啓発事業 １億円） 

肝炎対策基本指針を踏まえた取組 



 5.研究の推進        ４９億円（ ２１億円） 

・肝炎等克服緊急対策研究事業       １３億円（１６億円） 

「肝炎研究１０カ年戦略」を踏まえ、肝疾患の新たな治療法等の 
研究開発を推進する。 

・健康長寿社会実現のための       ４．５億円（５億円） 
    ライフ・イノベーションプロジェクト（肝炎分） 

肝炎感染予防ガイドラインの策定等、肝炎総合対策を推進するた
めの基盤づくりに資する行政的研究を実施する。 

・Ｂ型肝炎創薬実用化等研究事業（新規）２８億円 

Ｂ型肝炎の画期的な新規治療薬の開発等を目指し、基盤技術の開
発を含む創薬研究や、治療薬としての実用化に向けた臨床研究等
を総合的に推進。 



 ○肝炎患者支援手帳事業            ０．５億円（ ０．５億円） 
 ○地域肝炎治療コーディネーター養成事業    ０．６億円（ ０．５億円） 

 ○特定感染症検査等事業における出張型検診の実施     （   １億円） 
 ○肝炎ウイルス検診への個別勧奨メニューの追加      （３２．３億円） 

 ○肝炎検査受検状況実態把握事業（２３年度限り）    ０（   １億円） 

 ○難病・がん等の疾患分野の医療の       ４．５億円（   ５億円） 
  実用化研究事業（肝炎関係研究分野） 
               

元気な日本復活特別枠で確保した事業費 
（２３年度～）                         

◎ 国民生活の安定・安全の推進など、元気な日本を復活させるための施策に予算 
 の重点配分を行う仕組みとして「元気な日本復活特別枠」を設定 



現在検討を進めている対策 

○医療イノベーション５カ年戦略における肝炎研究の推進 

   平成２４年６月６日、政府の医療イノベーション会議において、革新的な医薬品や医療 

  機器の創出を推進するための「医療イノベーション５カ年戦略」がとりまとめられた。 

   この戦略の中で、革新的な実用化研究を推進する領域として、肝炎が位置づけられてお 

  り、具体的な取り組みとして「B 型肝炎の画期的な新規治療薬の開発等を目指し、基盤技 

  術の開発を含む創薬研究や治療薬としての実用化に向けた臨床研究」が明記されている。 

○肝炎を含む疾病の治療と職業生活の両立の支援、就労支援 

 ・ 平成２４年２月より、労働基準局が開催する「治療と職業生活の両立等の支援に関する  

  検討会」で、労働者の円滑な職場復帰や治療と就労との両立を図るため、 

   ① 医療機関、事業主、労働者等の関係者がどのように対応し、連携を図るべきか、 

   ② ①を促進するための支援策の在り方 

  について検討を行っており、今後の支援の在り方について報告書をまとめる予定。 

 

 ・ 厚生労働省版の「提言型政策仕分け」において、「長期にわたる治療等が必要な疾病を 

  抱えた患者に対する保健医療分野の支援と就労支援の連携」について議論を行い、今後の 

  取り組みについて提言が行われた。 
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